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研究成果の概要（和文）：Helpman, Melitz, and Yeaple (2004) をベースに輸出とFDIを企業の選択の問題とし
て明示的に考慮したAGEモデルを開発することが本研究の目的であったが、2つの深刻な問題に直面し一方への対
応策を見出すに留まった。複数の産業部門が規模に関して収穫逓増を示す技術を持つ状況を想定した場合に均衡
解が得られないケースが頻発する問題である。Balistreri and Rutherford (2013) が提案する対策アルゴリズ
ムを一連の収束計算としてプログラムすることにより、我々が利用中のアプリケーションでも実行可能であるこ
とを発見した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to develop an AGE model, which incorporates
 the strategic choice among exports and two forms of FDI by heterogeneous firms to access foreign 
markets. As the theoretical basis, the model presented by Helpman, Melitz, and Yeaple (2004) was 
selected to consider the proximity-concentration trade-off. Since we had to cope with two major 
serious problems, the outcome remains limited to find an idea to tackle one of those. If one is 
going to handle in a model many production sectors that exhibit increasing-returns-to-scale 
technologies operating under monopolistic competition, it often is the case that calculations tend 
to fail to reach an equilibirum solution. While Balistreri and Rutherford (2013) have proposed an 
algorithm to manage this problem, it was not easy to apply the method to a model not coded in GAMS. 
This time, we found a way to apply the method regardless of one's choice of an application software 
for computation.

研究分野：マクロ経済学,  国際貿易

キーワード： 応用一般均衡　企業の異質性　企業の国際化戦略
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研究成果の学術的意義や社会的意義
具体的な政策を評価対象として取り扱うことの多い数値シミュレーション分析では、政策立案現場における実用
性の観点から、分析対象となる産業部門を自由に選択できるような柔軟性がシミュレーション計算に利用する
「モデル」に備えられていることが求められる。本研究において開発を試みたモデルのように複数の産業部門が
独占的競争の下で規模に関して収穫逓増を示す技術を使って生産を行う状況を想定した場合、数値計算が収束せ
ず均衡解が得られないケースが頻発する。その問題への対応策を1つ提案することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
 世界経済の相互依存関係が急速に深化し、多くの国・地域間で経済統合が進行 (場合によって
は後退) しつつあることにともない、それら政策に関する意思決定を行う際の判断材料としての
情報が求められてきた。特に実証研究や数量的分析に基づく政策評価への需要は高く、政策効果
に関する数多くの試算が行われている。政策評価を行う際、より現実に近い経済環境や政策内容
を考慮しようと努力すればするほど分析モデルのシステムが複雑化し、解析を行うことが困難
となる。近年、モデルを解析的に解くことが困難な際に数値シミュレーションが利用されるケー
スが増加し、「応用一般均衡 (AGE) モデル」と呼ばれる分析ツールがしばしば利用されている。 
 世界貿易を考慮した多くの AGE モデルでは、双方向貿易を取り扱うために Armington 
(1969) に基づく「Armington仮定」が採用されてきた。この仮定の採用は、モデルの構造を比
較的単純なものとすることを可能にする一方で、国際貿易論の分野における研究成果を十分に
考慮したものであるとは言いがたい。貿易自由化などから得られる利得効果を過小評価する傾
向があり、説明不可能な計算結果を得ることも少なくなかった。そこで注目されたのが、
Krugman (1980) や Melitz (2003) によって提案された独占的競争に基づく製品差別化に関す
る理論モデルである。Krugmanは貿易自由化などから得られる利得効果の源泉として規模の経
済による費用節減と追加的な輸入によってもたらされる財多様性の増加に光を当て、Melitz は
それら 2 つの要素に加えて生産性に違いのある異質な輸出企業間での資源再分配を考慮した。
これらのエッセンスは、Zhai (2008) や Balistreri and Rutherford (2012)、Dixon, Jerie, and 
Rimmer (2016) らの手によって AGEモデルに導入されてきた。 
 他方、企業が海外市場に進出しようとする際には、輸送費や関税など貿易費用負担の大きさと
生産工場を建設するために必要な固定費用負担の大きさを比較して、輸出か海外直接投資 (FDI) 
のいずれかの戦略が選択される。これは「近接集中仮説 (Proximity-Concentration Trade-Off)」
と呼ばれ、Brainard (1997) によって定式化されたものである。そして、貿易政策はこのような
企業の国際化戦略の選択に影響を与え得る。特に、貿易政策の多国間協調のあり方が多様化し、
貿易だけでなく FDI の自由化などがまとめて議論されるケースが増えている現在、政策評価を
行う際に FDIの動向に関する情報を求められることも多い。 
 そのような需要に応えるため、AGEモデル内で FDIを明示的に取り扱うための努力が続けら
れてきた。ただし、Lakatos and Fukui (2014) や Tsigas and Yuan (2018) などのように、
Armington 仮定を採用した従来モデルの枠組みのもとで財集計や資本移動に関する設定に変更
を加えたものが大半であり、Melitz 型の枠組みのもとで FDI を取り扱ったものは Latorre, 
Yonezawa, and Olekseyuk (2018) などごく少数に限られている。また、後者の場合であっても、
FDIによって生産された「Business Service」が付加価値と代替する生産要素としてアド・ホッ
クにモデル化されているに過ぎず、上記「近接集中仮説」などの理論的根拠に乏しい。 
 以上を踏まえ、「近接集中仮説」に基づいて Melitz (2003) の理論モデルを拡張した Helpman, 
Melitz, and Yeaple (2004) をベースに、輸出と FDIを企業の選択の問題として明示的に考慮し
た AGE世界貿易モデルを開発することを目的として本研究事業が開始された。Melitz型のモデ
ルでは、市場に参入する企業の数や規模を分析することが可能となり、生産性の分散で記述され
る企業の異質性の程度の違いによって産業部門ごとに異なる国際化水準が計測されることにな
る。環太平洋パートナーシップ協定 (Trans-Pacific Partnership Agreement: TPP) や英国のEU
離脱 (Brexit) などを想定したシミュレーション分析を通じ、それら貿易関連政策が各産業部門
の企業数や売り上げに占める輸出と FDI の比率をどのように変化させ得るのか、明らかにする
ことを目指した。 
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２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、貿易関連政策の立案現場でより実用性の高い情報を提供すべく、異質な企業
による国際化戦略 (輸出もしくは FDI) の選択を明示的に考慮した AGE世界貿易モデルを開発
し、シミュレーション実験を通じてモデルの挙動や性質について明らかにすることであった。特
に、Melitz 型の異質な企業による国際化戦略選択の数値シミュレーション・モデルへの明示的
な導入、シミュレーション実験を通じたモデルの挙動や性質に関する分析、応用例としての具体
的な貿易関連政策評価までを一貫してカバーすることにより、精緻な経済効果試算を可能とす
ることを目標とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 事業発足当初、2019 年度から 2021 年度までの 3年間で以下の 7点に大別される作業を実行す
る予定としていた。 
 
① Helpman et al. (2004) が提案した理論モデルを数値シミュレーション・モデルとしてプロ
グラム可能な状態に定式化し直す作業 
② 再定式化したモデルをもとに、カリブレーション法によってパラメータや外生変数を推計す
るための定義式を導出する作業 
③ 仮想データを使った小規模な雛形 AGE モデルの作成 
④ 入手可能な実際のデータと雛形モデルとをすり合わせる作業 
⑤ モデルの規模を小さく抑えたまま実際のデータを組み込み、シミュレーション実験を通じて
モデルの挙動を確認する作業 
⑥ より大規模な汎用 AGE モデルへの応用作業 
⑦ TPP や Brexit など実際の経済統合関連の政策を想定したシミュレーション分析の実施 
 
各作業は、①②③⑤を研究代表者の小山田、④⑥⑦を小山田と研究協力者の板倉が共同で担当す
ることとし、シンプルかつ機能的なモデルの開発から始めて少しずつ複雑化を行うという手順
で進めた。また、各作業ステップの移行時には、セミナーや学会での報告、国際機関や研究機関
でのワークショップなどを通じて各国の専門家達との意見交換を行い、得られた助言などをデ
ータベース整備やモデル開発を行う際の参考とした。 
 作業を進めるうちにいくつかの深刻な問題に直面したことにより、作業内容を見直すととも
に 2回の事業期間延長を含むスケジュール変更を行なった。それらは以下の通りである。 
 
(a) まず上記①の作業を実施し、それに基づいて事業発足時点で研究代表者の小山田が開発し
ていた AGE モデル (通常の貿易モデルに Melitz 型の企業の異質性を組み込んだもの) の
アップデート作業を行った。国内製品・海外製品に関する経済主体別調達を考慮する方向
で拡張を行ない、その概要や基本的性質などについて 22nd GTAP Conference (2019/06/20)、
EcoMod 2019 (2019/07/10)、European Trade Study Group 2019 (2019/09/12)、および日
本経済学会 2019 年度秋季大会 (2019/10/12 台風 19 号接近のため中止) で報告して各国
の専門家との意見交換を行った。この段階までは予定通りのスケジュールおよび手順で作
業を進めることができた。 

(b) 続いて紙と鉛筆を使った代数計算によって上記②の作業を行なっていたところ、理論上想
定される大小関係を完全に満たすパラメータもしくは外生変数のセットをカリブレーショ
ン法によって推計することができないという問題に直面した。この問題はデータセットの
内容を問わずに発生するため、ベースとなる理論モデル側に原因があるものと考えられた。



本研究では Helpman et al. (2004) が提案した理論モデルに拡張を加えたうえで数値シ
ミュレーション・モデル化することを試みていたため、拡張時に新しく導入した部分に何
からの問題があるのか、それとも Helpman et al. (2004) のモデルに新要素を加えず数値
化する場合にも問題が発生するのか、確認することとした。その結果、Helpman et al. 
(2004) のモデルを素のまま数値化する場合であっても問題が排除できないことが判明し
た。 

(c) (b)の問題に対応するための確認作業と並行して、Krugman 型や Melitz 型の独占的競争を想
定したモデルを利用するうえで以前より未解決となっている問題への対応を引き続き行な
った。その問題とは、政策立案現場における実用性の観点から分析対象となる産業部門を
自由に選択できるような柔軟性を分析モデルが備えていることが求められるにも関わらず、
複数の産業部門が規模に関して収穫逓増を示す技術を持つ状況を想定した場合に数値計算
が収束せず、均衡解が得られないケースが頻発することである。Balistreri and Rutherford 
(2013) が対策アルゴリズムを提案しているが、我々が行なった過去の研究では計算プログ
ラムの仕様によって応用することが叶わなかった。この作業は、上記⑥の一環である。 

 
 2020 年度以降、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響を受けて研究報告の機会が限
られてしまい、一部の国際会議がオンラインで開催されたものの時差の関係で日本時間では夜
間の開催となることも多く、我々が最も重要であると考える専門家との対面での意見交換を充
分に行なうことができなかった。2023 年度まで事業期間を延長して上記(b)および(c)の問題に
取り組んだが、(b)に関しては未だ解決に至っていない。そのため、それ以降のステップに進む
ことができなかった。他方、多少強引な手法を使うことにはなるものの、(c)に関しては有効な
対応策を見出すことができた。 
 
 
４．研究成果 
 
 FDI を含む企業の操業パターンに関して数値シミュレーションを利用した理論分析および実
証分析を行い、それぞれ査読付き専門誌とワーキング・ペーパーで公表した (「 主な発表論文
等」中の雑誌論文[2]および[3])。また、Melitz 型の異質な企業群による生産活動を考慮したシ
ンプルな AGE モデルがシミュレーション時に示す挙動の基本的性質について取りまとめ、査読
付き専門誌で公表した (雑誌論文[1])。そのモデルをベースに国内製品・海外製品に関する経済
主体別調達を考慮する方向で拡張を行い、その概要や基本的性質などについて、学会発表
[7][8][9][10]などを通じて各国の専門家と意見交換を行った。 
 上記「研究の方法」中の(b)に記した「理論上想定される大小関係を完全に満たすパラメータ
もしくは外生変数のセットをカリブレーション法によって推計することができない」問題に関
しては、オンライン開催された国際会議や学会などの場では関連の専門家達と充分な意見交換
を行うことができなかったため、小山田個人で何度も計算をやり直す以外の方法を見出すこと
ができなかった。その結果、未だ問題の解決に至っていない。 
 同じく「研究の方法」中の(c)に記した「規模に関して収穫逓増を示す技術を持つ産業部門が
複数存在する場合に数値計算が収束せず均衡解が得られない」問題については、Balistreri and 
Rutherford (2013) が提案しているアルゴリズムをアルゴリズムとしてではなく一連の収束計
算としてプログラムすることにより、異なるアプリケーションのもとでも実行可能であること
を発見した。いくつかの試作段階のモデルに組み込み、挙動などの確認を行なっている。他方、
報告書として取りまとめる段階には未だ至っていない。 
 これら以外にも、本研究事業で実施した作業などに基づく関連研究の途中経過や成果などを、
学会発表[1]〜[6]および[11]〜[13]で公表している。 
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